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１．はじめに 

本実施要領は、守口市（以下「本市」という。）が家庭児童相談システム構築業務（以下「本業務」と

いう。）を実施するため、その構築事業者の選定に関する内容を記述したものである。 

本業務の実施に当たっては、本実施要領及び「守口市家庭児童相談システム構築業務仕様書」の内容を

踏まえることとする。 

 

２．業務概要 

（１） 業務名 

守口市家庭児童相談システム構築業務 

（２） 業務内容 

別紙「守口市家庭児童相談システム構築業務仕様書」のとおり 

（３） 選定方式 

公募型プロポーザル方式 

（４） 契約期間 

構築及び機器調達：契約締結日から令和８年３月 31日まで 

運用・保守：令和８年１月１日から令和 12 年 12 月 31 日まで（地方自治法施行令第 167 条の 17 及び

守口市長期継続契約に関する条例第２条第１号に基づく長期継続契約） 

（５） 提案上限額 

構築及び機器調達に係る経費：31,510,000円（消費税及び地方消費税を含まない。） 

運用・保守に係る経費：11,220,000円（消費税及び地方消費税を含まない。） 

 

３．参加資格要件 

企画提案に参加する者は、次に掲げる要件を全て満たしていること。 

（１） 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当する者でないこと。 

（２） 本業務の企画提案書提出時において、令和７年度の本市入札参加有資格者名簿に登録されている

こと。※登録の有無については、本市契約課に確認しておくこと。 

（３） 守口市入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置を受けている者又は各要綱別表各号に掲げる

措置要件に該当すると認められる者でないこと。 

（４） 守口市公共工事等及び売払い等に関する暴力団対策措置要綱に基づく入札参加除外措置を受けて

いる者又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められる者でないこと。 

（５） 会社更生法（平成 14年法律第 154号）又は同法による改正前の会社更生法（昭和 27年法律第

172号）の適用申請をした者（更生計画認可受けた者を除く。）でないこと。 

（６） 民事再生法（平成 11年法律第 225号）の適用申請をした者（再生計画認可受けた者を除く｡）で

ないこと。 

（７） プライバシーマーク又は情報セキュリティマネジメントシステム(ISMS)認証を取得しているこ

と。 

（８） 家庭児童相談システムについて、令和２年４月１日から令和７年３月 31日までの間に、人口規

模が 10万人以上の地方公共団体への導入・構築実績があること。 
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４．スケジュール 

本プロポーザルにおけるスケジュールは以下のとおりとする。 

項 イベント 期間 

１ 公告 令和７年７月１日（火） 

２ 質問の受付期間 令和７年７月７日（月）17時まで 

３ 質問の回答 

随時（質問を受領し回答が出来次第ホームペ

ージに掲載する。ただし、最終の回答は７月 10

日（木）までに行う。） 

４ 企画提案書等の提出受付期間 令和７年７月 31日（木）17時まで 

５ 
プレゼンテーション、デモンストレーション及び

質疑応答 

令和７年８月 18日（月）から 

令和７年８月 22日（金）までのいずれか指定

する日 

 

６ 審査の結果通知 令和７年８月 25日（月）予定 

７ 仕様等詳細協議 令和７年８月 26日（火）から（予定） 

８ 契約締結 令和７年８月 29日（金）予定 

 

５．参加手続 

（１） 担当部署（提出先及び問合せ先） 

〒570-0033 守口市大宮通１丁目１３番７号 

守口市こども部こども家庭センター 

電話：06-6992-1655 

メールアドレス：kosodate@city.moriguchi.lg.jp 

担当：平野・今浦 

（２） 実施要領等の配布 

ア  配布期間 

令和７年７月１日（火）から令和７年７月 31日（木）まで 

イ  配布場所 

守口市ホームページからダウンロード 

（３） 参加に係る必要書類の提出 

本プロポーザルへの参加を希望する提案事業者は、本実施要領及び別紙「家庭児童相談システム等構

築業務仕様書」を理解した上で、以下のとおり企画提案書等を提出すること。なお、期限までに必要書類

を提出しなかった提案事業者からの提案は、一切受け付けないものとする。 

ア  提出書類 

様式 

番号 
提出書類名 作成要領 

第１号 参加表明書 ・必要事項を記入すること。 

第２号 提案価格書 ・提案価格書の内訳となる提案明細書（自由形式）を併せて提出する

こと。 
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・提案明細書は、システム構築等の導入費用と有償カスタマイズに

係る費用、５年間のシステム保守費用の内訳が分かるように記入する

こと。 

第３号 会社概要報告書 ・プライバシーマーク又は ISMS の認証を受けていることを証明する

書類の写しを併せて提出すること。 

第４号 業務実施体制報告書 ・本業務に携わるプロジェクトマネージャー、システム開発担当者等

について必要事項を記入すること。 

第５号 業務実績調書 ・過去５年以内（令和２年４月１日から令和７年３月 31日までの間）

に地方公共団体に対し、家庭児童相談システムを導入・構築した実

績を記入すること。 

・人口規模が大きい地方公共団体順に、最大５件まで記入すること。 

・それぞれの契約書の頭書（写し）を併せて提出すること。 

第６号 再委託契約予定書 ・システム構築に当たり協力事業者と委託契約を予定している場合

は、必要事項を記入すること。 

第７号 機能要件対応表 ・「対応可否」欄に以下のとおり記入すること。 

◎：パッケージ標準機能で対応可能 

○：有償カスタマイズで対応可能 

 （必須要件の場合は提案価格に費用を含めること。） 

△：代替案の提示（代替案について、特記事項欄に具体的に記入する

こと） 

×：対応不可 

任意 

様式 

企画提案書 ・本実施要領及び仕様書に基づき、以下①から⑩までについて記入す

ること。 

・それぞれのタイトルは①から⑩までの名称とし、どのページに記載

されているか容易に判断できるように記入すること。 

・ページ番号を付し、①から⑩までの項目ごとに記載のページ数以内

で作成すること。また、総ページ数は 30ページ以内とする。 

①本システム構築業務全体に対する提案方針（２ページ以内） 

・本構築業務全体に対する提案方針について 

②システム構築における基本的な考え方（４ページ以内） 

・システムの全体像と構成について 

・バックアップの仕組み及びデータ復旧について 

・調達するハードウェアについて 

③プロジェクト管理（５ページ以内） 

・プロジェクト管理手法について 

・本番稼働を迎えるためのスケジュールについて 

・本市職員が実施すべき役割、作業項目について 

・ハードウェアの導入、セットアップ、動作確認のスケジュールにつ

いて 

・各作業段階の工程に対する成果物について 

④システム開発・設計（２ページ以内） 
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・システムの設計、開発作業方法等について 

・本番稼働前の動作確認等テスト手法について 

⑤システムの操作性（４ページ以内） 

・入力操作や画面遷移の効率性について 

・作業負荷軽減に寄与する機能について 

・エラーチェックやガイド機能等による操作ミスの軽減について 

・タブレット機能の操作性 

⑥データ移行（２ページ以内） 

・データ移行手法について 

・データ移行に伴う職員の負荷軽減の取組について 

⑦セキュリティ対策（４ページ以内） 

・システム開発から稼働後におけるセキュリティ要件について 

・個人情報の取扱いについて 

・タブレット機能に係るセキュリティ対策 

⑧操作研修（２ページ以内） 

・システムの操作マニュアルについて 

・システム操作研修について 

⑨保守、運用支援及び障害対応（２ページ以内） 

・システム安定稼働に向けた運用・保守体制について 

・ハードウェア保守について 

・障害発生時の対応について 

⑩将来性及びその他有益な提案（３ページ以内） 

・システム稼働後の法改正に伴うシステム改修等のバージョンアッ

プの考え方について 

・将来的な機能拡張の予定について 

・その他本市にとって有益な提案について 

 

イ  提出方法 

以下のとおり持参又は郵送（書留郵便に限る。）で提出すること。 

①  紙媒体：正本１部 

②  電子データ：データを格納した CD-R又は DVD-R１部 

ウ  提出期間 

令和７年７月 31日（木）17時まで 

エ  留意事項 

①  企画提案については、１者につき１提案に限る。 

②  企画提案内容は、仕様書を踏まえること。 

③  提出書類一式は、Ａ４サイズのフラットファイル等に綴り、タックインデックス等を付し、書

類の種類が判別できるようにすること。 

④  企画提案書はＡ４、文字サイズは 10.5 ポイント以上（図表除く。）とし、両面印刷を基本と

すること。 

オ  提出された応募書類の取扱い 
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①  提出された企画提案書等は、本プロポーザルにおける契約の相手方の候補者の選定以外の目的

では使用しない。 

②  採用された企画提案書等は、公文書公開請求があった場合は、守口市情報公開条例に基づき、

特定の内部管理情報や個人情報などを除いて、原則公開することとする。 

③  提出のあった企画提案書等は、選考を行う作業に必要な範囲において、複製を行うことがあ

る。 

④  企画提案書等に含まれる著作権、特許権など日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利

の対象となっているものを使用した結果、生じた責任は提案事業者が負う。 

 

６．質問及び回答方法 

本プロポーザルに関して質問事項がある場合は、以下のとおり質問を行うこと。 

（１） 質問受付期間 

令和７年７月７日（月）17時まで 

（２） 質問方法 

「５．参加手続」に記載のメールアドレスに「様式第９号＿質問票」を添付し、電子メールで送信する

こと（受信確認の電話を行うこと。）。なお、電子メールの件名は、「公募型プロポーザルに係る質問につ

いて（提案事業者名）」とすること。 

（３） 回答方法 

質問への回答は守口市ホームページに掲示し、個別には回答しない。 

（４） 回答日時 

随時（「様式第９号＿質問票」を受理後、回答が出来次第、守口市ホームページに掲示を行う。ただし、

最終の回答は令和７年７月 10日（木）までに行う。） 

（５） その他 

ア  同趣旨の質問が複数あった場合には、まとめて回答する。 

イ  質問の趣旨について、本市担当者から問合せを行う場合がある。 

ウ  質問者の名称等については、公表しない。 

エ  評価に関する質問については、回答しない。 

オ  質疑応答事項は仕様書の追記事項として取り扱うことがある。この場合、守口市ホームページに

掲載するものとする。 

 

７．評価項目及び評価基準 

本プロポーザルにおける評価項目及び評価基準については、別紙「評価基準表」のとおり。 

 

８．選定方法 

（１） 概要 

提案事業者が企画提案書等の提出を行った後、本市職員で構成する「守口市家庭児童相談システム構

築業務委託事業者公募型プロポーザル選定委員会」（以下「選定委員会」という。）において総合的に評価

し、審査を行う。 

総合評価点が最も高い者を優先協議対象者、２番目に高い者を次点協議対象者とする。ただし、総合評
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価点の得点が 600点未満の場合は、協議対象者として選定しない。 

なお、最高点の者が複数の場合は、提案価格の金額が最も安価な者を優先協議対象者として選定する。

金額も同額の場合については、当該者は、当初提案の金額の範囲内で「様式第２号＿提案価格書」を再作

成し、再提出された提案価格の金額が最も安価な者を優先協議対象者として選定する。 

（２） １次審査 

参加資格要件を全て満たした提案事業者のみを対象に、企画提案書等をもとに審査を行い、別紙「評価

基準表」に基づき、「非機能要件評価点」、「機能要件評価点」、「価格評価点」の合計点の上位３者までを

１次審査の合格者とする。 

ただし、１次審査の合計点が 200 点未満の場合、または提案価格が提案上限額を超えている場合は、

ただちに不合格とする。 

（３） ２次審査 

企画提案書等、プレゼンテーション及びデモンストレーションの内容を評価して採点する。 

詳細は、「９．審査方法」のとおり。 

（４） 結果の通知 

選定結果については、令和７年８月 25日（月）（予定）に、全ての提案事業者に書面にて通知する。 

 

９．審査方法 

（１） 概要 

企画提案書等の内容審査、プレゼンテーション、デモンストレーション及び質疑応答を実施し、別紙

「評価基準表」に基づき総合評価点を算出する。 

（２） プレゼンテーション、デモンストレーション及び質疑応答の実施予定日 

令和７年８月 18日（月）から８月 22日（金）までのいずれか指定する日 

なお、個別の集合時間及びプレゼンテーション開始時間等については、参加表明書を提出した提案事

業者へ別途連絡する。 

（３） プレゼンテーション 

ア  企画提案書等に基づき１者につき 30分以内でプレゼンテーションを行う。なお、準備時間は持

ち時間に含めないものとする。 

イ  参加者は、４人以内とする。 

ウ  システムを実際に構築する際のプロジェクトマネージャー及び本市との連絡窓口となる担当者を

出席させること。 

エ  提出した企画提案書に基づき（同一内容）実施するものとするが、提案内容の理解を助けるため

にパワーポイント等のスライドの使用も可とする。 

オ  プレゼンテーションに必要なパソコン等の機器（電源、接続ケーブル、プロジェクター等）は、

提案事業者が用意し、セッティングすること。なお、スクリーンは本市で用意する。 

カ  機器を持ち込む場合には、準備時間及び片付時間に留意し、機器のセッティング及び撤収を行う

こと。 

（４） デモンストレーション 

ア  プレゼンテーション実施後、１者につき 20分以内でデモンストレーションを行う。なお、準備

時間は持ち時間に含めないものとする、 

イ  参加者は、４人以内とする。 
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ウ  システムを実際に構築する際のシステム開発予定者を出席させること。 

エ  デモンストレーションに必要なパソコン等の機器（電源、接続ケーブル、プロジェクター等）

は、提案事業者が用意し、セッティングすること。なお、スクリーンは本市で用意する。 

オ  機器を持ち込む場合には、準備時間及び片付時間に留意し、機器のセッティング及び撤収を行う

こと 

（５） 質疑応答 

選定委員から 20分程度で質疑応答を行う。 

（６） 留意事項 

ア  企画提案書等提出順にプレゼンテーション、デモンストレーション及び質疑応答を実施する。 

イ  プレゼンテーション、デモンストレーション及び質疑応答での発言及び提案内容は、企画提案書

での提案があったものとみなし、契約内容に反映するものとするので、留意すること。 

ウ  プレゼンテーション、デモンストレーション及び質疑応答は非公開とする。 

 

１０．仕様等詳細協議 

優先協議対象者に選定された提案事業者は、本市と仕様等詳細協議を行い、契約締結に向けた交渉を

行うものとする。 

優先協議対象者に選定された提案事業者は、仕様書をもとに本市と仕様等詳細協議を行った結果を踏

まえ仕様書を修正し、本市の合意を得た後に契約締結等を実施する。 

また、優先協議対象者との契約について辞退その他の理由により契約締結に至らなかった場合は、次

点協議対象者を交渉権者として協議を行い、これを契約者とする場合がある。 

 

１１．契約の手続き 

（１） 優先協議対象者に選定された提案事業者と本市との間で、仕様等詳細協議が調った場合、委託契

約を締結する。 

（２） 契約の際には、改めて見積書を提出するものとする。 

（３） 受注者は、契約金額の 100分の 10の額以上の契約保証金を契約と同時に納付しなければならな

い。納付された契約保証金は、契約期間終了後、速やかに返却する。なお、守口市契約規則第 21

条各号のいずれかに該当する場合は、本市の判断で契約保証金を免除することができる。 

（４） 契約金額の支払い方法については、構築及び機器調達に係る契約金額は完了払とし、運用・保守

に係る契約金額は毎月払とする。これにより難い場合は協議するものとする。 

（５） 本市の都合による仕様の変更があった場合、変更部分の金額について、双方協議により定めるも

のとする。契約後の受託者の都合による仕様の変更は、あらかじめその内容理由を明らかにして本

市に申し出るものとする。本市は、その理由がやむを得ないものと認められ、かつ、その内容が仕

様と同等以上と認められた場合に限り承諾するものとし、原則として契約金額は増額しない。 

 

１２．参加の辞退 

参加表明書の提出後、参加の辞退を行う場合は、「様式第８号＿参加辞退届」により申し出ること。 

参加辞退後は、いかなる理由があっても再参加は認めない。 
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１３．費用及び帰属 

（１） 企画提案書類等の提出書類の作成、提出、プレゼンテーション、デモンストレーション及び質疑

応答に要する経費は、提案事業者の負担とする。 

（２） 提案報酬は、支払わないものとする。 

（３） 企画提案書等の著作権は、当該企画提案書等を作成した者に帰属するものとする。ただし、優先

協議対象者に選定された者が作成した企画提案書等の書類については、本市が必要と認める場合に

は、本市は、優先協議対象者にあらかじめ通知することによりその一部又は全部を無償で使用（複

製、転記又は転写をいう。）することができるものとする。 

（４） 提出書類は既に公表されているものを除き原則として非公開とし、提案事業者に無断で使用しな

いものとするが、プロポーザルに必要な範囲において複製を作成することはある。 

（５） 提出された書類、CD-R等は返却しないものとする。 

 

１４．選定結果の通知・公表 

候補者選定後、参加者全員に「優先協議対象者」、「次点協議対象者」及び「非選定」の結果を通知する。

また、選定結果通知日の翌営業日以降に、次の項目を守口市ホームページにおいて公表する。 

（１） 優先協議対象者名及び次点協議対象者名 

（２） 「全参加者名」、全参加者の「要求仕様評価点」、「企画提案評価点」、「価格評価点」、「総合評価

点」及び「提案金額」並びに「講評（候補者の選定理由）」 

（３） 委員の氏名等 

（４） 会議録（要点筆記） 

 

１５．失格事項 

以下のいずれかに該当した場合は、その者を失格とする。 

（１） 参加資格要件を満たしていない場合 

（２） 提出書類に虚偽の記載があった場合 

（３） 本実施要領等で示された、提出期日、提出場所、提出方法、書類作成上の留意事項等の条件に適

合しない書類提出があった場合 

（４） 作成様式及び記入上の注意事項に示された内容に適合しないもの 

（５） 記入すべき事項の全部、又は一部が記入されていないもの 

（６） 選定結果に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

（７） 評価に係る委員に対して、直接、間接を問わず故意に接触を求めた場合 

（８） プレゼンテーション及びデモンストレーションを開催した場合において、正当な理由なく欠席し

た場合 

（９） 提案価格書の金額が「２．業務概要（５）提案上限額」で示した額を超過した場合 

（１０） 契約が締結されるまでの期間において、「３．参加資格要件」に掲げる事項のいずれかに該当

しなくなった場合 
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１６．留意事項 

（１） 言語及び通貨単位 

書類等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本円、日本の標準時及び計量法（平成４年法

律第 51号）に定める単位とする。 

（２） 企画提案書等の提出の制限 

ア  企画提案については、１者につき１提案に限る。 

イ  参加表明書を提出した後、企画提案書等の差替、訂正、再提出をすることはできない。ただし、

市が必要と認める場合はこの限りではない。 

ウ  市が必要と認める場合には、追加資料の提出を求めることがある。 

（３） 本市からの不明点等の確認 

企画提案書等の提出後、その内容について不明点等があった場合、本市より質問する場合がある。 

（４） 参加辞退届の提出者に対する扱い 

参加辞退届を提出しても、これを理由として今後不利益な取り扱いをすることはない。 

（５） 秘密の保持 

企画提案書等の作成にあたり、本市から知り得た情報は第三者に漏らしてはならない。本要領の手続

き完了後も同様とする。 

（６） 異議申し立て 

参加者は、本プロポーザルの実施後、不知又は内容の不明を理由として、異議を申し立てることはでき

ない。 

（７） 仕様書の遵守 

仕様書に記載された内容を満たさないような提案を行った提案事業者は、その内容が発覚次第、失格

として取り扱う。 

（８） 緊急時の対応 

緊急時等やむを得ない理由（天変地異等）により、本プロポーザルを実施することができないと本市が

判断するときは、本プロポーザルを変更、停止又は中止することがある。なお、この場合において本プロ

ポーザルに要した費用を本市に請求することはできない。参加表明を行う者は、以上の事を同意の上で

参加表明書を提出すること。 

（９） 予算の減額又は削除に伴う解除等 

発注者は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 234条の３の規定による長期継続契約であるため、

この契約の締結の日の属する年度の翌年度以降において、当該契約に係る発注者の歳出予算において減

額又は削除があった場合には、この契約を変更し、又は解除することができる。 


